
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）総務省 （単位：千円）
備考

行政改革・行政運営 1,178,206 59,700 - - - 1,237,906 1,064,353 43,752 129,800 - - - - - - - - - -

適正な行政管理の実施 180,804 - - - - 180,804 147,800 - 33,003 - - - - - - - - - -

行政評価等による行政制度・運営の改善 997,402 59,700 - - - 1,057,102 916,552 43,752 96,797 - - - - - - - - - -
一般会計
　デジタル庁所管から移替
                     832千円

地方行財政 18,476,852,967 501,834,879 - - 1,852,165,144 20,830,852,990 20,017,998,011 684,752,758 128,102,220 50,714,711,474 1,473,552,429 - 69,855,815 - - 52,258,119,718 51,682,421,729 527,366,983 48,331,005

分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等 1,495,027 70,676 - - - 1,565,703 466,429 1,001,700 97,573 - - - - - - - - - -

地域振興（地域力創造） 1,294,109,833 501,764,202 - - 1,852,165,144 3,648,039,179 2,836,313,248 683,751,057 127,974,873 - - - - - - - - - -
一般会計
        内閣府所管から移替
          3,645,654,005千円

地方財源の確保と地方財政の健全化 17,181,211,400 - - - - 17,181,211,400 17,181,192,088 - 19,311 48,009,411,474 1,473,552,429 - - - - 49,482,963,903 48,907,266,220 527,366,983 48,330,699

分権型社会を担う地方税制度の構築 36,707 - - - - 36,707 26,244 - 10,462 2,705,300,000 - - 69,855,815 - - 2,775,155,815 2,775,155,509 - 305

選挙制度等 269,721 - 2,135,676 - - 2,405,397 2,174,306 - 231,090 - - - - - - - - - -

選挙制度等の適切な運用 269,721 - 2,135,676 - - 2,405,397 2,174,306 - 231,090 - - - - - - - - - -
一般会計
             予備費使用決定
               2,135,676千円

電子自治体 684,242,020 788,434,565 - - - 1,472,676,585 971,259,661 142,378,996 359,037,928 - - - - - - - - - -
〈9,351,865〉 の内数 〈433,422〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈9,785,287〉 の内数 〈8,007,270〉 の内数 〈1,702,981〉 の内数 〈75,036〉 の内数

電子自治体の推進 684,242,020 788,434,565 - - - 1,472,676,585 971,259,661 142,378,996 359,037,928 - - - - - - - - - -
一般会計
   デジタル庁所管から移替
               9,785,287千円

〈9,351,865〉 の内数 〈433,422〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈9,785,287〉 の内数 〈8,007,270〉 の内数 〈1,702,981〉 の内数 〈75,036〉 の内数

情報通信（ＩＣＴ政策） 201,231,984 72,551,353 - - - 273,783,337 218,153,790 43,310,613 12,318,932 56,063 - - - - - 56,063 33,393 - 22,669
〈38,758,090〉 の内数 〈1,829,356〉 の内数 〈0〉 の内数 〈0〉 の内数 〈0〉 の内数 〈40,587,446〉 の内数 〈36,957,127〉 の内数 〈3,137,507〉 の内数 〈492,811〉 の内数

情報通信技術の研究開発・標準化の推進 98,059,348 36,166,866 - - - 134,226,214 120,874,397 12,389,545 962,270 - - - - - - - - - -

一般会計
        内閣府所管から移替
               3,309,999千円
  文部科学省所管から移替
                  32,193千円

情報通信技術高度利活用の推進 12,516,800 11,964,387 - - - 24,481,187 12,317,201 9,960,235 2,203,750 3,878 - - - - - 3,878 1,054 - 2,823
東日本大震災復興特別会計
        復興庁所管から移替
                   3,878千円

放送分野における利用環境の整備 - - - - - - - - - -
〈38,758,090〉 の内数 〈1,829,356〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈40,587,446〉 の内数 〈36,957,127〉 の内数 〈3,137,507〉 の内数 〈492,811〉 の内数

情報通信技術利用環境の整備 210,693 - - - - 210,693 - 210,693 - 52,185 - - - - - 52,185 32,339 - 19,846

一般会計
        内閣府所管から移替
                 210,693千円
東日本大震災復興特別会計
        復興庁所管から移替
                   52,185千円

〈38,758,090〉 の内数 〈1,829,356〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈40,587,446〉 の内数 〈36,957,127〉 の内数 〈3,137,507〉 の内数 〈492,811〉 の内数

電波利用料財源による電波監視等の実施 83,649,884 21,972,611 - - - 105,622,495 79,616,616 17,945,154 8,060,724 - - - - - - - - - -
一般会計
        内閣府所管から移替
                  80,000千円

ＩＣＴ分野における国際戦略の推進 6,795,259 2,447,488 - - - 9,242,747 5,345,575 2,804,985 1,092,186 - - - - - - - - - -

郵政行政 925,787 - - - - 925,787 897,548 - 28,238 - - - - - - - - - -

郵政行政の推進 925,787 - - - - 925,787 897,548 - 28,238 - - - - - - - - - -

国民生活と安心・安全 145,717,974 13,695,181 825,271 - - 160,238,427 137,980,672 12,358,717 9,899,037 184,755 - - - - - 184,755 167,402 - 17,352,878
〈9,351,865〉 の内数 〈433,422〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈9,785,287〉 の内数 〈8,007,270〉 の内数 〈1,702,981〉 の内数 〈75,036〉 の内数

一般戦災死没者追悼等の事業の推進 529,258 - - - - 529,258 460,746 17,514 50,997 - - - - - - - - - -

恩給行政の推進 89,584,361 - - - - 89,584,361 81,726,512 - 7,857,848 - - - - - - - - - -

公的統計の体系的な整備・提供 37,014,237 947,260 - - - 37,961,497 36,254,603 767,205 939,688 - - - - - - - - - -

〈9,351,865〉 の内数 〈433,422〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈9,785,287〉 の内数 〈8,007,270〉 の内数 〈1,702,981〉 の内数 〈75,036〉 の内数

一般会計
   デジタル庁所管から移替
               9,785,287千円

消防防災体制の充実強化 18,590,118 12,747,921 825,271 - - 32,163,311 19,538,809 11,573,998 1,050,503 184,755 - - - - - 184,755 167,402 - 17,352

一般会計
             予備費使用決定
                 825,271千円
   デジタル庁所管から移替
               1,515,745千円
東日本大震災復興特別会計
        復興庁所管から移替
                 184,755千円

公害等調整委員会の任務の遂行 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
〈49,135〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈49,135〉 の内数 〈30,926〉 の内数 <-> の内数 〈18,208〉 の内数

公害紛争の処理 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
〈49,135〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈49,135〉 の内数 〈30,926〉 の内数 <-> の内数 〈18,208〉 の内数

土地利用の調整 - - - - - - - - - - - - - - - - - - -
〈49,135〉 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 〈49,135〉 の内数 〈30,926〉 の内数 <-> の内数 〈18,208〉 の内数

19,558,577,750 1,378,838,457 2,960,947 - 1,852,165,144 22,792,542,299 21,394,523,669 887,685,325 510,333,304 50,714,952,292 1,473,552,429 - 69,855,815 - - 52,258,360,536 51,682,622,524 527,366,983 48,371,028

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる計数を掲記している。
２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る計数が特定又は区分できないもの(例：電子自治体の推進)については、<　>書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。
３．交付税及び譲与税配付金特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。

政策体系
一般会計 特別会計

歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額翌年度繰越額 差引額 歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額予算総則の規定による経費増額

計



様式2

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）総務省 （単位：千円）

１ 行政改革・行政運営 1,178,206 59,700 - - - 1,237,906 1,064,353 43,752 129,800

(1)　適正な行政管理の実施 総務本省 行政管理実施費 行政管理の実施に必要な経費 139,182 - - - - 139,182 107,864 - 31,317
管区行政評価局 行政評価等実施費 行政管理の実施に必要な経費 41,622 - - - - 41,622 39,936 - 1,685

(2)　行政評価等による行政制
度・運営の改善

総務本省 行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 274,029 59,700 - - - 333,729 254,783 43,752 35,193

管区行政評価局
情報通信技術調達等適正・効率化
推進費

情報通信技術調達等適正・効率化の推進に必要な経費 832 - - - - 832 832 - -
デジタル庁所管から移替

832千円
行政評価等実施費 行政評価等の実施に必要な経費 722,541 - - - - 722,541 660,936 - 61,604

2 地方行財政 18,476,852,967 501,834,879 - - 1,852,165,144 20,830,852,990 20,017,998,011 684,752,758 128,102,220

(1)　分権型社会にふさわしい地
方行政体制整備等

総務本省 地方行政制度整備費 地方行政制度の整備に必要な経費 1,495,027 70,676 - - - 1,565,703 466,429 1,001,700 97,573

(2)　地域振興（地域力創造） 総務本省 地域振興費 地域振興に必要な経費 2,077,994 307,180 - - - 2,385,174 1,552,131 473,931 359,111
新型コロナウイルス感染症対応地
方創生推進費

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金等に必要な経費 - 501,457,022 - - 1,448,480,140 1,949,937,162 1,822,367,180 1,468,224 126,101,756
内閣府所管から移替
1,949,937,162千円

物価高騰対応地方創生推進費 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に必要な経費 1,291,585,217 - - - 403,685,004 1,695,270,221 1,012,106,760 681,808,901 1,354,558
内閣府所管から移替
1,695,270,221千円

特定地域づくり事業推進費 特定地域づくり事業の推進に必要な経費 446,622 - - - - 446,622 287,175 - 159,446
内閣府所管から移替

446,622千円
(3)　地方財源の確保と地方財政
の健全化

総務本省 地方財政制度整備費 地方財政制度の整備に必要な経費 51,911 - - - - 51,911 32,599 - 19,311

地方交付税交付金
地方交付税交付金財源の交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰入
れに必要な経費

16,964,259,489 - - - - 16,964,259,489 16,964,259,489 - -

地方特例交付金
地方特例交付金財源の交付税及び譲与税配付金特別会計へ繰入れ
に必要な経費

204,500,000 - - - - 204,500,000 204,500,000 - -

新型コロナウイルス感染症対策減収補塡特別交付金財源の交付税及
び譲与税配付金特別会計へ繰入れに必要な経費

12,400,000 - - - - 12,400,000 12,400,000 - -

(4)　分権型社会を担う地方税制
度の構築

総務本省 地方税制度整備費 地方税制度の整備に必要な経費 36,707 - - - - 36,707 26,244 - 10,462

3 選挙制度等 269,721 - 2,135,676 - - 2,405,397 2,174,306 - 231,090

(1)　選挙制度等の適切な運用 総務本省 選挙制度等整備費 選挙制度等の整備に必要な経費 269,721 - - - - 269,721 177,175 - 92,545

衆議院議員及び参議院議員補欠等選挙に必要な経費 - - 2,135,676 - - 2,135,676 1,997,131 - 138,544
予備費使用決定
2,135,676千円

4 電子自治体 684,242,020 788,434,565 - - - 1,472,676,585 971,259,661 142,378,996 359,037,928
<9,351,865> の内数 <433,422> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <9,785,287> の内数 <8,007,270> の内数 <1,702,981> の内数 <75,036> の内数

(1)　電子自治体の推進 総務本省 電子政府・電子自治体推進費 電子政府・電子自治体の推進に必要な経費 684,242,020 788,434,565 - - - 1,472,676,585 971,259,661 142,378,996 359,037,928

情報通信技術調達等適正・効率化
推進費

情報通信技術調達等適正・効率化の推進に必要な経費 9,351,865 の内数 433,422 の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 9,785,287 の内数 8,007,270 の内数 1,702,981 の内数 75,036 の内数
デジタル庁所管から移替

9,785,287千円
5 情報通信（ＩＣＴ政策） 201,231,984 72,551,353 - - - 273,783,337 218,153,790 43,310,613 12,318,932

<38,758,090> の内数 <1,829,356> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <40,587,446> の内数 <36,957,127> の内数 <3,137,507> の内数 <492,811> の内数

(1)　情報通信技術の研究開発・
標準化の推進

総務本省 情報通信技術研究開発推進費 情報通信技術の研究開発の推進に必要な経費 58,876,874 30,562,084 - - - 89,438,958 77,353,053 11,323,005 762,899

情報通信技術分野の技術戦略に必要な経費 158,397 - - - - 158,397 117,279 - 41,117

南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 30,405 - - - - 30,405 28,555 - 1,849
文部科学省所管から移替

30,405千円

宇宙開発利用推進費 宇宙開発利用の推進に必要な経費 820,000 2,489,999 - - - 3,309,999 2,148,323 1,066,540 95,135
内閣府所管から移替

3,309,999千円
国立研究開発法人情報通信研究機
構運営費

国立研究開発法人情報通信研究機構運営費交付金に必要な経費 38,081,684 - - - - 38,081,684 38,081,684 - -

国立研究開発法人情報通信研究機
構施設整備費

国立研究開発法人情報通信研究機構施設整備に必要な経費 90,200 3,114,782 - - - 3,204,982 3,143,814 - 61,168

総合通信局 南極地域観測事業費 南極地域観測事業に必要な経費 1,788 - - - - 1,788 1,687 - 100
文部科学省所管から移替

1,788千円
(2)　情報通信技術高度利活用
の推進

総務本省 情報通信技術高度利活用推進費 情報通信技術の利活用高度化に必要な経費 12,491,897 11,964,387 - - - 24,456,284 12,296,559 9,960,235 2,199,489

総合通信局 情報通信技術高度利活用等推進費 情報通信技術の利活用高度化に必要な経費 24,903 - - - - 24,903 20,641 - 4,261

(3)　放送分野における利用環境
の整備

総務本省 情報通信技術利用環境整備費 情報通信技術の利用環境整備に必要な経費 <38,737,443> の内数 <1,829,356> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <40,566,799> の内数 <36,948,619> の内数 <3,137,507> の内数 <480,672> の内数

総合通信局 情報通信技術高度利活用等推進費 情報通信技術の利用環境整備に必要な経費 <20,647> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <20,647> の内数 <8,508> の内数 <-> の内数 <12,138> の内数

(4)　情報通信技術利用環境の
整備

総務本省 情報通信技術利用環境整備費 情報通信技術の利用環境整備に必要な経費 <38,737,443> の内数 <1,829,356> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <40,566,799> の内数 <36,948,619> の内数 <3,137,507> の内数 <480,672> の内数

沖縄北部連携促進特別振興事業費 沖縄北部連携促進特別振興事業に必要な経費 210,693 - - - - 210,693 - 210,693 -
内閣府所管から移替

210,693千円

総合通信局 情報通信技術高度利活用等推進費 情報通信技術の利用環境整備に必要な経費 <20,647> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <20,647> の内数 <8,508> の内数 <-> の内数 <12,138> の内数

(5)　電波利用料財源による電波
監視等の実施

総務本省 電波利用料財源電波監視等実施費 電波利用料財源電波監視等の実施に必要な経費 43,714,601 14,039,297 - - - 57,753,898 37,972,923 13,160,337 6,620,636

電波利用料財源電波利用技術の研究開発等に必要な経費 36,683,139 7,921,024 - - - 44,604,163 38,775,744 4,781,766 1,046,652

科学技術イノベーション創造推進費 科学技術イノベーション創造の推進に必要な経費 80,000 - - - - 80,000 80,000 - -
内閣府所管から移替

80,000千円

総合通信局 電波利用料財源電波監視等実施費 電波利用料財源電波監視等の実施に必要な経費 3,172,144 12,289 - - - 3,184,433 2,787,948 3,049 393,435

(6)　ＩＣＴ分野における国際戦略
の推進

総務本省 情報通信国際戦略推進費 情報通信技術の国際戦略に必要な経費 6,795,259 2,447,488 - - - 9,242,747 5,345,575 2,804,985 1,092,186

6 郵政行政 925,787 - - - - 925,787 897,548 - 28,238

(1)　郵政行政の推進 総務本省 郵政行政推進費 郵政行政の推進に必要な経費 925,787 - - - - 925,787 897,548 - 28,238

7 国民生活と安心・安全 145,717,974 13,695,181 825,271 - - 160,238,427 137,980,672 12,358,717 9,899,037
<9,351,865> の内数 <433,422> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <9,785,287> の内数 <8,007,270> の内数 <1,702,981> の内数 <75,036> の内数

(1)　一般戦災死没者追悼等の
事業の推進

総務本省 一般戦災死没者追悼等事業費 一般戦災死没者の追悼等に必要な経費 529,258 - - - - 529,258 460,746 17,514 50,997

(2)　恩給行政の推進 総務本省 恩給費 文官等に対する恩給支給に必要な経費 3,870,439 - - - - 3,870,439 3,572,991 - 297,447
旧軍人遺族等に対する恩給支給に必要な経費 85,193,844 - - - - 85,193,844 77,678,911 - 7,514,932
恩給支給事務に必要な経費 520,078 - - - - 520,078 474,610 - 45,467

(3)　公的統計の体系的な整備・
提供

総務本省 統計調査費 統計調査等の実施に必要な経費 29,330,310 947,260 - - - 30,277,570 28,570,676 767,205 939,688

独立行政法人統計センター運営費 独立行政法人統計センター運営費交付金に必要な経費 7,683,927 - - - - 7,683,927 7,683,927 - -
情報通信技術調達等適正・効率化
推進費

情報通信技術調達等適正・効率化の推進に必要な経費 <9,351,865> の内数 <433,422> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <9,785,287> の内数 <8,007,270> の内数 <1,702,981> の内数 <75,036> の内数
デジタル庁所管から移替

9,785,287千円

(4)　消防防災体制の充実強化 消防庁 消防防災体制等整備費 消防防災体制等の整備に必要な経費 16,990,711 12,244,416 825,271 - - 30,060,398 17,735,433 11,476,982 847,983
予備費使用決定

825,271千円

消防防災体制等の整備に係る技術研究開発に必要な経費 528,317 58,850 - - - 587,167 540,411 33,000 13,755
情報通信技術調達等適正・効率化
推進費

情報通信技術調達等適正・効率化の推進に必要な経費 1,071,090 444,655 - - - 1,515,745 1,262,964 64,016 188,764
デジタル庁所管から移替

1,515,745千円
8 公害等調整委員会の任務の遂行 - - - - - - - - -

<49,135> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <49,135> の内数 <30,926> の内数 <-> の内数 <18,208> の内数

(1)　公害紛争の処理 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <49,135> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <49,135> の内数 <30,926> の内数 <-> の内数 <18,208> の内数

(2)　土地利用の調整 公害等調整委員会 公害等調整委員会 公害紛争処理等に必要な経費 <49,135> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <-> の内数 <49,135> の内数 <30,926> の内数 <-> の内数 <18,208> の内数

19,558,577,750 1,378,838,457 2,960,947 - 1,852,165,144 22,792,542,299 21,394,523,669 887,685,325 510,333,304

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる計数を掲記している。
２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る計数が特定又は区分できないもの(例：電子自治体の推進)については、<　>書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

政策体系 組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額 備考

計



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

（単位：千円）

地方行財政 50,652,465,616 1,473,552 - 69,856 - - 52,195,874 51,620,176 527,367 48,331

地方財源の確保と地方財政の
健全化

総務本省 地方交付税交付金
地方交付税交付金に必要な
経費

17,995,368,488 1,424,150,666 - - - - 19,419,519,154 18,935,256,611 484,262,543 -

東日本大震災復興に係る地方
交付税交付金に必要な経費

65,401,720 49,401,763 - - - - 114,803,483 71,699,043 43,104,440 -

地方特例交付金
地方特例交付金に必要な経
費

204,500,000 - - - - - 204,500,000 204,500,000 - -

新型コロナウイルス感染症対
策地方税減収補塡特別交付
金に必要な経費

12,400,000 - - - - - 12,400,000 12,400,000 - -

国債整理基金特別会計へ繰
入

国債整理基金特別会計へ繰
入れに必要な経費

29,669,495,408 - - - - - 29,669,495,408 29,621,164,708 - 48,331

分権型社会を担う地方税制度
の構築

総務本省 地方譲与税譲与金
地方揮発油譲与税譲与金に
必要な経費

222,300,000 - - - 17,282 - 222,317,282 222,317,206 - 76

森林環境譲与税譲与金に必
要な経費

50,000,000 - - - - - 50,000,000 50,000,000 - -

石油ガス譲与税譲与金に必要
な経費

5,000,000 - - - -482,073 - 4,517,927 4,517,927 - -

特別法人事業譲与税譲与金
に必要な経費

2,113,000,000 - - 61,384,759 - - 2,174,384,759 2,174,384,759 - -

自動車重量譲与税譲与金に
必要な経費

287,400,000 - - 8,471,056 2,227,801 - 298,098,857 298,098,628 - 229

航空機燃料譲与税譲与金に
必要な経費

15,200,000 - - - -907,275 - 14,292,725 14,292,725 - -

特別とん譲与税譲与金に必要
な経費

12,400,000 - - - -855,735 - 11,544,265 11,544,264 - -

50,652,465,616 1,473,552,429 - 69,855,815 - - 52,195,873,860 51,620,175,871 527,366,983 48,331,005

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる計数を掲記している。
２．交付税及び譲与税配付金特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。

歳出予算現額

(所管）内閣府、総務省及び財務省　　（会計）交付税及び譲与税配付金特別会計

政策体系 勘定・組織 項 事項 歳出予算額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額 備考

計

前年度繰越額 予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

（所管）復興庁　（会計）東日本大震災復興特別会計（総務省関係） （単位：千円）

地方行財政 62,245,858 - - - - - 62,245,858 62,245,858 - -

地方財源の確保と地方財政の
健全化

総務本省 地方交付税交付金
地方交付税交付金財源の交
付税及び譲与税配付金特別
会計へ繰入れに必要な経費

62,245,858 - - - - - 62,245,858 62,245,858 - -

情報通信（ＩＣＴ政策） 56,063 - - - - - 56,063 33,393 - 22,669

情報通信技術高度利活用の
推進

総務本省
原子力災害復興再生支援事
業費

原子力災害からの復興再生の
支援に必要な経費

1,133 - - - - - 1,133 991 - 142
復興庁から移替

1,133千円

生活基盤行政復興政策費
情報通信技術の利活用高度
化に必要な経費

2,745 - - - - - 2,745 63 - 2,681
復興庁から移替

2,745千円

情報通信技術利用環境の整
備

総務本省 生活基盤行政復興政策費
情報通信技術の利用環境整
備に必要な経費

52,185 - - - - - 52,185 32,339 - 19,846
復興庁から移替

52,185千円

国民生活と安心・安全 184,755 - - - - - 184,755 167,402 - 17,352

消防防災体制の充実強化 消防庁 生活基盤行政復興政策費
消防防災体制等の整備に必
要な経費

184,755 - - - - - 184,755 167,402 - 17,352
復興庁から移替

184,755千円

62,486,676 - - - - - 62,486,676 62,446,653 - 40,022

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる計数を掲記している。
２．東日本大震災復興特別会計については、総務省所管分のみ掲記している。

政策体系 勘定・組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額 翌年度繰越額 差引額 備考

計

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額
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